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(3) 急傾斜地被害の想定 

 

①検討の流れ 

i)使用するデータの概要 

地盤崩壊危険性の予測は、北海道が指定する急傾斜地崩壊危険箇所を対象として、崩壊危険性の予

測を行う。 

急傾斜地崩壊危険箇所は、Ⅰ～Ⅲの分類に分かれている。地盤崩壊危険性の予測は、分類Ⅰ～Ⅲの

うち特に人家に影響のある地域として、急傾斜地崩壊危険箇所現地調査表（北海道建設部土木局河川

砂防課）1)が整備されているⅠ及びⅡの箇所を対象とする。急傾斜地崩壊危険箇所の分類と被害想定

対象を表 2-3-1 に示す。 

 

表 2-3-1 急傾斜地崩壊危険箇所の分類 

分   類 説   明 

檜山・後志・

石狩・留萌

管内箇所数 

崩壊危険度

想定対象 

急傾斜地崩壊危険箇所Ⅰ 

 被害想定区域内に人家が５戸以上等（５戸未満で

あっても官公署、学校、病院、社会福祉施設等の災

害弱者関連施設等のある場合を含む）ある箇所。 

1,234 ○ 

急傾斜地崩壊危険箇所Ⅱ  被害想定区域内に人家が１～４戸ある箇所。 778 ○ 

急傾斜地崩壊危険箇所に

準ずる斜面Ⅲ 

 被害想定区域内に人家がない場合でも、都市計

画区域内であること等一定の要件を満たし、住宅等

が新規に立地する可能性があると考えられる箇所。 

292 × 

 

ii)検討の流れ 

急傾斜地崩壊危険箇所の地震時崩壊危険度評価は、急傾斜地崩壊危険箇所現地調査表を活用し、急

傾斜地の状態及び対策工の有無を踏まえ、震度分布と重ね合わせることにより評価する。 

検討の流れを図 2-3-1 に示す。 

 

北海道における急傾斜地崩壊危険箇所データ
（急傾斜地崩壊危険カルテ）

斜面高、斜面勾配、斜面形状、地表の状態、表土の厚さ、湧水、崩壊履歴等

各危険箇所の危険度ランクA,B,C、人家戸数

震度分布(250mメッシュ)

一次判定基準
（急傾斜地の状態）

二次判定基準
（対策工の有無）

 

図 2-3-1 検討の流れ 
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②評価手法 

評価手法は、日本道路協会道路震災対策委員会(1986)2)による法面・斜面耐震判定方法を用いて、急

傾斜地崩壊危険箇所現地調査表を活用し、急傾斜地崩壊危険箇所を崩壊危険度 A、B、Cに判定する。

地震による急傾斜地の崩壊危険度の考え方を表 2-3-2 に示す。 

 

表 2-3-2 地震による急傾斜地の崩壊危険度の考え方 

崩壊危険度 評 価 

Ａ 崩壊の可能性が高い 

Ｂ 崩壊の可能性がある 

Ｃ 崩壊の可能性が低い 

 

判定は三段階で行う。一次判定では、表 2-3-3 に示す 7 項目について判定基準を定め、急傾斜地崩

壊危険箇所現地調査表との照合から採点を行い、点数の合計により一次判定ランク a、b、cを決定す

る。 

 

表 2-3-3 斜面崩壊危険度判定基準（一次判定） 

項  目 小項目名 点数 

斜面高 

50m以上 10 

30～50m 8 

10～30m 7 

10m未満 3 

斜面勾配 

60°以上 7 

45～60° 4 

45°未満 1 

オーバーハング 

遷急線 

縦断形状 

オーバーハングあり、遷急線が非常に明瞭 7 

遷急線が明瞭、凸型斜面 4 

遷急線は不明瞭、直線型、凹型斜面 0 

地表の状態 

亀裂が発達、開講しており転石・浮石が点在する 10 

風化、亀裂が発達した岩である 6 

礫混じり砂、砂質土 5 

粘性土 1 

風化、亀裂が発達していない岩 0 

表土の厚さ 
0.5m 以上 3 

0.5m 未満 0 

湧水 
有 2 

無 1 

崩壊履歴 

当該斜面に新しい崩壊地あり 5 

当該斜面に古い崩壊地あり 3 

崩壊地は認められない 0 

   

第一次判定ランク 

合計点数 24 以上 a 

合計点数 14～23 b 

合計点数 13 以下 c 
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二次評価では、表 2-3-4 に基づき、当該箇所に対する対策工の実施状況を加味して二次判定ランク

a’、b’、c’を決定する。 

 

表 2-3-4 斜面崩壊危険度判定基準（二次判定） 

二次判定基準 
一次判定ランク 

a b c 

対策工なし、未完成 a’ b’ c’ 

対策工既成 c’ c’ c’ 

 

最後に、当該崩壊箇所に震度分布を重ね合わせ、表 2-3-5 に基づき地震時の斜面崩壊危険度判定Ａ、

Ｂ、Ｃを決定する。 

 

表 2-3-5 地震時の斜面崩壊危険度 

二次判定ランク 
震度階級 

～４ ５弱 ５強 ６弱 ６強～ 

a’ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ａ 

b’ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ 

c’ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

 

③被害想定結果 

被害想定結果を表 2-3-6 に示す。被害想定の結果、急傾斜地崩壊危険箇所のうち地震で崩壊の危険

がある箇所の数（崩壊危険度ランクＡとＢの合計）は、北海道留萌沖の地震(走向 N225°E) No.2 が最

大となり、Ａは 586 箇所、Ｂは 640 箇所となることが想定される。 

また、管内ごとでは、檜山では北海道南西沖の地震 No.2 で最大となりＡが 89 箇所・Ｂが 192 箇所、

後志では北海道留萌沖の地震(走向 N225°E) No.2 で最大となりＡが 369 箇所・Ｂが 289 箇所、石狩で

は月寒背斜に関する断層の地震で最大となりＡが 167 箇所・Ｂが 477 箇所、留萌では北海道留萌沖の

地震(走向 N225°E) No.2 で最大となりＡが 132 箇所・Ｂが 116 箇所となる。それぞれの管内で崩壊が

最大となる 3つの地震による急傾斜地崩壊危険度分布図を、図 2-3-2～2-3-4 に示す。 
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表 2-3-6 急傾斜地崩壊危険度 （箇所） 

地震名 断層モ
デル 

檜山振興局 後志総合振興局 石狩振興局 留萌振興局 計 

A B C A B C A B C A B C A B C 

十勝平野断層帯主部 30_3 － － － － － － 0  14  612  － － － 0  14  612  

富良野断層帯西部 30_2 － － － 0  2  773  1  27  598  0  13  249  1  42  1,620  

30_5 － － － 0  4  771  1  40  585  0  7  255  1  51  1,611  

45_3 － － － 0  4  771  1  37  588  0  9  253  1  50  1,612  

増毛山地東縁断層帯 30_2 － － － 0  27  748  4  30  592  120  103  39  124  160  1,379  

45_1 － － － 96  194  485  48  142  436  83  108  71  227  444  992  

45_2 － － － 0  24  751  3  27  596  119  101  42  122  152  1,389  

45_3 － － － 143  183  449  52  157  417  67  108  87  262  448  953  

45_4 － － － 13  154  608  18  72  536  115  100  47  146  326  1,191  

45_5 － － － 150  190  435  68  174  384  29  71  162  247  435  981  

沼田砂川断層帯 30_3 － － － 0  17  758  1  24  601  14  68  180  15  109  1,539  

30_4 － － － 0  25  750  1  39  586  15  60  187  16  124  1,523  

45_1 － － － 0  28  747  1  38  587  14  75  173  15  141  1,507  

45_2 － － － 2  36  737  2  41  583  22  74  166  26  151  1,486  

45_3 － － － 0  18  757  1  27  598  14  76  172  15  121  1,527  

45_4 － － － 2  28  745  2  39  585  16  59  187  20  126  1,517  

当別断層 30_2 － － － 13  155  607  23  85  518  0  2  260  36  242  1,385  

30_5 － － － 7  148  620  29  51  546  0  9  253  36  208  1,419  

石狩低地東縁断層帯 

主部(北)･深さ 7km  

30_1 － － － 2  150  623  36  116  474  0  16  246  38  282  1,343  

30_5 － － － 2  124  649  31  98  497  2  19  241  35  241  1,387  

45_1 － － － 4  167  604  39  133  454  0  16  246  43  316  1,304  

石狩低地東縁断層帯主

部(北)･深さ 3km 

30_2 － － － 8  183  584  46  151  429  0  2  260  54  336  1,273  

45_2 － － － 20  183  572  55  165  406  0  2  260  75  350  1,238  

45_3 － － － 3  150  622  41  124  461  2  23  237  46  297  1,320  

45_5 － － － 4  153  618  42  136  448  2  25  235  48  314  1,301  

石狩低地東縁断層帯主

部(南)･深さ 3km 

45_2 － － － 0  24  751  28  62  536  0  0  262  28  86  1,549  

45_5 － － － 0  11  764  26  44  556  0  0  262  26  55  1,582  
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（表 2-3-6 急傾斜地崩壊危険度 （箇所） の続き） 

地震名 断層モ
デル 

檜山振興局 後志総合振興局 石狩振興局 留萌振興局 計 

A B C A B C A B C A B C A B C 

石狩低地東縁断層帯 

南部･深さ 7km 
30_5 0  3  343  9  183  583  52  160  414  0  14  248  61  360  1,588  

石狩低地東縁断層帯 

南部･深さ 3km 

30_2 0  2  344  0  3  772  7  31  588  0  0  262  7  36  1,966  

30_3 0  5  341  11  180  584  50  142  434  0  5  257  61  332  1,616  

30_5 0  3  343  17  188  570  64  171  391  0  13  249  81  375  1,553  

黒松内低地断層帯 30_5 25  45  276  52  86  637  0  2  624  － － － 77  133  1,537  

45_3 22  36  288  50  85  640  0  2  624  － － － 72  123  1,552  

45_4 18  33  295  51  99  625  0  3  623  － － － 69  135  1,543  

函館平野西縁断層帯 45_2 19  48  279  0  3  772  － － － － － － 19  51  1,051  

45_3 17  48  281  0  1  774  － － － － － － 17  49  1,055  

サロベツ断層帯 

北延長 

30_2 － － － － － － － － － 18  49  195  18  49  195  

30_3 － － － － － － － － － 2  24  236  2  24  236  

30_5 － － － － － － － － － 0  3  259  0  3  259  

西札幌背斜に関連す

る断層の地震 
‐ 0  0  346  25  108  642  88  229  309  0  0  262  113  337  1,559  

月寒背斜に関連する 

断層 
‐ 0  2  344  11  184  580  156  288  182  0  3  259  167  477  1,365  

野幌丘陵断層帯 45_1 0  3  343  21  187  567  88  222  316  0  13  249  109  425  1,475  

十勝沖の地震 ‐ － － － 12  204  559  28  89  509  5  62  195  45  355  1,263  

三陸沖北部の地震 ‐ 28  70  248  33  215  527  28  100  498  0  15  247  89  400  1,520  

北海道北西沖の地震 No.2 0  5  341  8  125  642  1  38  587  59  77  126  68  245  1,696  

No.5 0  0  346  0  8  767  0  2  624  23  58  181  23  68  1,918  

北海道南西沖の地震 No.2 89  192  65  142  251  382  18  97  511  0  11  251  249  551  1,209  

北海道留萌沖の地震

(走向 N193°E) 
No.1 20  66  260  328  283  164  52  162  412  15  67  180  415  578  1,016  

北海道留萌沖の地震

(走向 N225°E) 
No.2 18  45  283  369  289  117  67  190  369  132  116  14  586  640  783  
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【2-2.(3)急傾斜地被害の想定の参考文献】 

 

1) 北海道建設部土木局河川砂防課：急傾斜地崩壊危険箇所現地調査表，2012. 

2) 日本道路協会道路震災対策委員会：道路の震災対策に関する調査報告－道路構造物の耐震調査及び

震災対策後方に関する研究－，1986. 
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(4) 建物被害（揺れ、液状化、急傾斜地）の想定 

1)揺れによる建物被害 

① 検討の流れ 

 揺れによる建物被害は、木造建物・非木造建物の全壊棟数及び全半壊棟数について算定する。 

 算定方法としては、建物の応答解析に基づいて被害を算定する手法と、過去の地震の被害結果に基

づく震度と建物被害率の関係から評価する経験的な手法の２つに分けられる。後者の経験的な手法が

比較的簡便で多くの自治体で用いられている。また岡田・高井(1999)1)は、個別の住宅を対象として

診断値と震度とから損傷度を確定的に計算する手法を提案している。これは、木造住宅の耐震精密診

断(建築防災協会、1995)による総合評点(Is 値)を指標に、震度、PGV を説明変数として、被害の程度

（損傷度 Damage Index）を評価する手法である。被害想定を実施する地域の耐震診断結果の分布があ

れば、被害の地域性を考慮することが可能である。 

 本被害想定では、木造建物の被害評価手法として、岡田・高井の損傷度評価手法の考え方を採用し、

北海道の木造住宅の耐震診断結果の地域分布を適用することで、北海道の地域性を考慮した被害の評

価を行う 2)。また、積雪荷重を考慮した耐震診断結果と考慮しない場合の診断結果とを適用すること

で、冬（積雪期）と冬以外（無積雪期）の被害想定を行う。なお、木造非住家の被害評価手法にも木

造住家と同様の手法を適用する。 

 非木造建物の被害評価手法として、中央防災会議(2006)の経験的な手法 3)を適用する。 

 

 図 2-4-1 に建築物被害の算定の流れを示す。 

 

 

震度分布 

（評価単位） 

 

固定資産税台帳データ非課税建物データ 

・ 構造別（木造・非木造） 

・ 建築年代別 

木造３区分（S46 以前/ S47-56 /S57 以降） 

非木造３区分（S46 以前/ S47-56 /S57 以降） 

 

構造造別・建築年次別建物データ 

（評価単位） 

震度分布 

・250m メッシュから

評価単位(大字・町

丁目界)に変換 

評価単位別の建物被害棟数 

震度と建物被害率の関係 

 

図 2-4-1 揺れによる建物被害の算定の流れ 
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②評価手法 

A.建物データの構築 

 市町村から用途別（住家、非住家）、構造別（木造、非木造）、年代別（被害計算方法に合わせた年

代区分）の建物データを収集した（実施期間：平成 26 年 5 月～12 月）。平成 26 年 1 月の固定資産税

台帳の建物を基本とし、可能な範囲で非課税建物を含め、評価単位毎の集計を市町村に依頼して入手

したものである。ただし札幌市の建物データについては、用途地域内については都市計画基礎調査デ

ータ(平成 23年 4 月時点)4)から、用途地域外は平成 20年度の建物調査データを基に作成した。 

 建物データの集計単位は、「GISMAP 町丁目・大字界（北海道地図株式会社、平成 24年）」をベース

に、市町村から収集した境界地図をもとに修正した大字・町丁目界を評価単位として用いる。 

 

表 2-4-1 建物データ （棟） 

  檜山振興局 後志総合振興局 石狩振興局 留萌振興局 計 

木造 

棟数 

非木造 

棟数 

木造 

棟数 

非木造 

棟数 

木造 

棟数 

非木造

棟数 

木造 

棟数 

非木造

棟数 

木造 

棟数 

非木造

棟数 

住家 16,844  880  85,234  8,006  426,891 61,244  21,253  1,442  550,222  71,572  

非住家 7,741  3,640  13,292  12,306  19,410 56,672  5,002  3,902  45,445  76,520  

計 24,585  4,520  98,526  20,312  446,301  117,916  26,255  5,344  595,667  148,092  

 

B. 大字・町丁目界の代表震度 

 建物被害は、集計した大字・町丁目別に計算する。この際、被害計算には、大字・町丁目別の代表

震度が必要となる。このため、250m メッシュ単位で計算された震度を大字・町丁目別に変換する必要

がある。変換の方法は以下のとおりである。 

 国土地理院発行の数値地図 25000（地図画像）を背景として、建物の凡例を含む 250ｍメッシュを抽

出する（図 2-4-2）。抽出されたメッシュを大字・町丁目界で分割する。分割されたメッシュごとの震

度を基に、大字・町丁目界毎に面積を重み付けにした平均を計算し、大字・町丁目界の代表震度とす

る。 

 

 

図 2-4-2 建物のあるメッシュの同定 

国土地理院発行の数値地図 25000（地図画像）「釧路」 
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C.木造建物被害の予測手法 

a. 一般診断法(2004)の診断結果を指標とした損傷度関数 

 岡田・高井の損傷度関数 2)は、耐震精密診断((財)日本建築防災協会,1995)による耐震診断結果（上

部構造評点＝耐震診断によって計算される耐震性能を表す数値。以下、「評点」という)を指標として

いる。2004 年に改訂された(財)日本建築防災協会の一般診断法による耐震診断結果(評点)を利用する

ため、日本木造住宅耐震補強事業者協同組合（以下、「木耐協」という）が平成 17～20 年に行った一

般診断法による耐震診断結果(評点)をもとに、損傷度関数を作成した 2)。図 2-4-3 に示す。 

 
mssF )/exp(1)(   

)(sF ：損傷度 

ｓ ：地震動強さ(気象庁震度) 

ｍ, η：Is 値によって定まる値 
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図 2-4-3 一般診断法の診断結果(評点)を指標とした損傷度関数 

 

 

 

D1 D2 D3 D4 D5 D6 

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 

一部損壊 半壊 全壊 

D-LEVEL 

自治体 

Damage 
Index 

 
図 2-4-4 破壊パターンとダメージレベルと損傷度 5) 

 

 

Is_wd ｍ η Is_wd ｍ η
0.1 6.77 5.43 1.0 22.52 7.25
0.2 9.19 5.98 1.1 24.18 7.33
0.3 11.12 6.31 1.2 25.87 7.39
0.4 12.85 6.53 1.3 27.58 7.46
0.5 14.49 6.71 1.4 29.31 7.52
0.6 16.10 6.85 1.5 31.04 7.57
0.7 17.68 6.97 2.0 38.59 7.80
0.8 19.28 7.08 2.5 37.41 7.97
0.9 20.88 7.17Is_wd ｍ η Is_wd ｍ η

0.1 6.77 5.43 1.0 22.52 7.25
0.2 9.19 5.98 1.1 24.18 7.33
0.3 11.12 6.31 1.2 25.87 7.39
0.4 12.85 6.53 1.3 27.58 7.46
0.5 14.49 6.71 1.4 29.31 7.52
0.6 16.10 6.85 1.5 31.04 7.57
0.7 17.68 6.97 2.0 38.59 7.80
0.8 19.28 7.08 2.5 37.41 7.97
0.9 20.88 7.17
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b. 冬以外の木造建物被害の予測手法 

 北海道が行った木造住家の耐震診断結果(評点)※を基に、積雪荷重がない場合の建築年代別の耐震

診断結果(評点)の統計分布を推定した。結果を図 2-4-5 に示す。 

 地域における被害レベルごとに震度と被害率との関係は、道内の木造住家の年代別の耐震診断結果

(評点)は推定した統計分布で一様に分布していると仮定し、一般診断法の耐震診断結果(評点)を指標

とした損傷度関数から計算した 3)。結果を図 2-4-6 に示す。 
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図 2-4-5 建築年代別の耐震診断結果(評点)の分布 
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a) 建築年代別の震度と全壊率との関係 b) 建築年代別の震度と全半壊率との関係 

図 2-4-6 年代別の震度と被害率との関係 

 

※ 北海道建設部住宅局建築指導課が、一般居住者を対象に実施した木造住宅の無料耐震診断のうち、

平成 18 年から 21 年までの診断結果 433 件を利用した。

λ ξ

-1971 -0.459 0.410

1972～1981 -0.270 0.409

1982- 0.215 0.456



 

- 126 - 

c. 冬の場合の木造建物被害の予測手法 

 木造住宅の耐震診断の場合、多雪区域では積雪時の地震を考慮し、積雪荷重による必要耐力を加算

し診断する。このことから冬の場合、多雪区域（垂直積雪量 1.0m 以上の地域）※については、北海道

が行った木造住家の耐震診断結果(評点)に基づく垂直積雪量を考慮した評点を基に木造建物被害の予

測手法を構築する。 

 垂直積雪量1.0m以上地域の建築年代別の耐震診断結果(評点)の分布を推定した結果を図2-4-7に示

す。地域における被害レベルごとに震度と被害率との関係は、道内の木造住家の年代別の耐震診断結

果(評点)は、推定した統計分布で一様に分布していると仮定し、一般診断法の耐震診断結果(評点)を

指標とした損傷度関数から計算した。結果を図 2-4-8 に示す。 

 垂直積雪量 1.0m 未満地域は、積雪荷重のない場合の年代別の耐震診断結果(評点)の分布と同等とし、

図 2-4-6 の年代別の震度と全壊率との関係を適用する。 
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図 2-4-7 建築年代別の耐震診断結果(評点)の分布 

（垂直積雪量 1.0m 以上地域） 
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a) 建築年代別の震度と全壊率との関係 b) 建築年代別の震度と全半壊率との関係 

図 2-4-8 年代別の震度と被害率との関係（垂直積雪量 1.0m 以上地域） 

λ ξ

-1971 -0.753 0.380

1972～1981 -0.641 0.427

1982- -0.114 0.420
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※ 建築基準法施行細則第17条第1項で規定される建築基準法施行細則第17条第1項で規定する多雪

区域（垂直積雪量 100 センチメート以上の区域） 

 

 

 

<参考> 建築基準法施行細則第 17条第 1項で規定される多雪区域 

（垂直積雪量 100 センチメート以上の区域） 
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D. 非木造建物被害の予測手法 

 中央防災会議の経験的な手法は、評価単位毎に算定された震度を基にして構造別・建築年代別の被

害率を求め、評価単位毎の構造別・建築年代別の棟数に掛け合わせ合算することで算定される。 

 以下に被害棟数の算定式と震度と被害率の関係を示す。 

 
<被害棟数の算定式> 

 全壊棟数  ＝ (各年代別の非木造住家棟数 × 震度による全壊被害率) 

 全半壊棟数 ＝ (各年代別の非木造住家棟数 × 震度による全半壊被害率) 

 半壊棟数 ＝ 全半壊棟数 － 全壊棟数 

        表 2-4-2 非木造建物の震度と被害率の関係   

震度 

全壊被害率 全半壊被害率 

～S46 
S47～

S56 
S57～ 

～S46 S47 ～

S56 

S57～ 

5.0  0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.1% 0.0% 

5.1  0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.2% 0.0% 

5.2  0.0% 0.0% 0.0% 0.6% 0.4% 0.1% 

5.3  0.0% 0.0% 0.0% 1.0% 0.7% 0.1% 

5.4  0.0% 0.0% 0.0% 1.6% 1.1% 0.2% 

5.5  0.2% 0.2% 0.0% 2.5% 1.8% 0.3% 

5.6  0.4% 0.4% 0.1% 3.7% 2.7% 0.6% 

5.7  0.7% 0.6% 0.1% 5.5% 4.0% 0.9% 

5.8  1.2% 1.0% 0.2% 7.8% 5.8% 1.4% 

5.9  2.0% 1.7% 0.4% 10.8% 8.2% 2.1% 

6.0  3.1% 2.6% 0.6% 14.6% 11.2% 3.1% 

6.1  4.8% 3.9% 1.0% 19.1% 15.0% 4.5% 

6.2  7.2% 5.8% 1.5% 24.5% 19.6% 6.4% 

6.3  10.4% 8.2% 2.3% 30.5% 24.9% 8.8% 

6.4  14.5% 11.4% 3.3% 37.2% 30.9% 11.8% 

6.5  19.5% 15.4% 4.8% 44.2% 37.4% 15.5% 

6.6  25.5% 20.2% 6.7% 51.5% 44.3% 19.8% 

6.7  32.3% 25.8% 9.1% 58.6% 51.4% 24.9% 

6.8  39.7% 32.2% 12.2% 65.5% 58.5% 30.6% 

6.9  47.6% 39.1% 15.9% 72.0% 65.3% 36.7% 

7.0  55.6% 46.3% 20.2% 77.7% 71.6% 43.3% 
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図 2-4-9 震度と非木造全壊率との関係 
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③結果 

 冬および冬以外の季節毎の地震の揺れによる建物全半壊棟数の計算結果を表 2-4-3、2-4-4 に示す。 

 積雪により倒壊が多くなることが想定される冬の場合、地震の揺れによる建物全半壊棟数は、 

檜山では北海道南西沖の地震が最大となり 2,375 棟、後志では北海道留萌沖の地震(走向 N225°E)が

最大となり 3,798 棟、石狩では月寒背斜に関連する断層による地震が最大被害の地震となり 64,255

棟、留萌では増毛山地東縁断層帯 30_2 による地震が最大被害の地震となり 3,139 棟が想定される。 

 それぞれの管内で最大被害となる 4つの地震の全半壊棟数の分布を図 2-4-11～14 に示す。 

 

 

 

表 2-4-3 地震の揺れによる建物被害（冬以外） （棟） 

地震名 

断 層

モ デ

ル 

檜山振興局 
後志総合 

振興局 
石狩振興局 留萌振興局 計 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

十勝平野断層帯主部 30_3 － － － － 1未満 1  － － 1 未満 1  

富良野断層帯西部 30_2 － － 0  0  1未満 39  0  0  1 未満 39  

30_5 － － 0  0  1未満 88  0  0  1 未満 88  

45_3 － － 0  0  1未満 61  0  0  1 未満 61  

増毛山地東縁断層帯 30_2 － － 0  0  2  78  288  1,000  290  1,078  

45_1 － － 1 未満 26  162  1,452  21  172  184  1,650  

45_2 － － 0  0  1  73  186  771  188  845  

45_3 － － 1  41  304  2,268  13  126  318  2,435  

45_4 － － 1 未満 5  56  572  85  468  140  1,045  

45_5 － － 3  69  622  3,871  1  19  627  3,958  

沼田砂川断層帯 30_3 － － 0  0  1未満 43  1未満 5  1 未満 48  

30_4 － － 0  0  1未満 81  1未満 4  1 未満 85  

45_1 － － 0  0  1未満 82  1未満 7  1 未満 89  

45_2 － － 1 未満 1 未満 1未満 105  1未満 11  1  116  

45_3 － － 0  0  1未満 53  1未満 7  1 未満 60  

45_4 － － 1 未満 1 未満 1未満 94  1未満 6  1 未満 100  

当別断層 30_2 － － 1 未満 5  118  1,009  0  0  118  1,014  

30_5 － － 1 未満 2  319  1,584  0  0  319  1,586  

石狩低地東縁断層帯 

主部(北)･深さ 7km  

30_1 － － 1 未満 2  99  968  0  0  99  970  

30_5 － － 1 未満 1 未満 123  1,058  1未満 1未満 123  1,059  

45_1 － － 1 未満 3  176  1,488  1未満 1未満 176  1,491  

石狩低地東縁断層帯主

部(北)･深さ 3km 

30_2 － － 1 未満 6  370  2,549  0  0  370  2,555  

45_2 － － 1 未満 9  543  3,390  0  0  543  3,399  

45_3 － － 1 未満 1  167  1,347  1未満 1未満 167  1,349  

45_5 － － 1 未満 3  338  2,245  1未満 1未満 338  2,248  

石狩低地東縁断層帯 

主部(南)･深さ 3km 

45_2 － － 0  0  27  454  0  0  27  454  

45_5 － － 0  0  39  409  0  0  39  409  
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（表 2-4-3 地震の揺れによる建物被害（冬以外） （棟） の続き） 

地震名 

断 層

モ デ

ル 

檜山振興局 
後志総合 

振興局 
石狩振興局 留萌振興局 計 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

石狩低地東縁断層帯 

南部･深さ 7km 
30_5 0  0  1 未満 8  194  1,687  0  0  194  1,694  

石狩低地東縁断層帯 

南部･深さ 3km 

30_2 0  0  0  0  5  89  0  0  5  89  

30_3 0  0  1 未満 7  141  1,306  0  0  141  1,312  

30_5 0  0  1 未満 11  283  2,148  0  0  283  2,159  

黒松内低地断層帯 30_5 18  138  3  32  1未満 1 未満 － － 21  170  

45_3 8  70  33  109  1未満 1 未満 － － 42  179  

45_4 7  62  7  50  1未満 1 未満 － － 13  112  

函館平野西縁断層帯 45_2 1  16  0  0  － － － － 1  16  

45_3 1  15  0  0  － － － － 1  15  

サロベツ断層帯 

北延長 

30_2 － － － － － － 129  354  129  354  

30_3 － － － － － － 103  273  103  273  

30_5 － － － － － － 10  56  10  56  

西札幌背斜に関連する

断層の地震 
‐ 0  0  4  22  5,758  15,359  0  0  5,762  15,381  

月寒背斜に関連する 

断層 
‐ 0  0  1 未満 8  8,089  21,520  0  0  8,089  21,528  

野幌丘陵断層帯 45_1 0  0  1 未満 11  1,980  8,079  0  0  1,980  8,090  

十勝沖の地震 ‐ － － 1 未満 7  13  338  1未満 2  13  347  

三陸沖北部の地震 ‐ 1  18  1 未満 22  15  370  0  0  16  410  

北海道北西沖の地震 No.2 0  0  1 未満 2  1未満 60  21  150  21  212  

No.5 0  0  0  0  0  0  7  59  7  59  

北海道南西沖の地震 No.2 236  839  13  151  8  259  0  0  257  1,248  

北海道留萌沖の地震

(走向 N193°E) 
No.1 3  36  189  1,129  172  1,602  1未満 5  364  2,773  

北海道留萌沖の地震

(走向 N225°E) 
No.2 1 未満 15  213  1,207  463  3,275  28  233  705  4,729  
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表 2-4-4 地震の揺れによる建物被害（冬） （棟） 

地震名 

断 層

モ デ

ル 

檜山振興局 
後志総合 

振興局 
石狩振興局 留萌振興局 計 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

十勝平野断層帯主部 30_3 － － － － 1未満 1  － － 1未満 1  

富良野断層帯西部 30_2 － － 0  0  1未満 64  0  0  1 未満 64  

30_5 － － 0  0  2  161  0  0  2  161  

45_3 － － 0  0  1未満 106  0  0  1 未満 106  

増毛山地東縁断層帯 30_2 － － 0  0  5  158  933  2,206  938  2,364  

45_1 － － 1 未満 48  420  4,137  77  553  498  4,739  

45_2 － － 0  0  3  143  632  1,855  636  1,999  

45_3 － － 2  85  838  6,456  46  419  886  6,960  

45_4 － － 1 未満 8  113  1,555  304  1,282  417  2,844  

45_5 － － 6  147  1,861  10,568  3  56  1,870  10,771  

沼田砂川断層帯 30_3 － － 0  0  1未満 74  1 未満 13  1 未満 87  

30_4 － － 0  0  1  150  1 未満 9  1  158  

45_1 － － 0  0  1  155  1 未満 16  2  171  

45_2 － － 1 未満 1 未満 2  208  1 未満 29  3  237  

45_3 － － 0  0  1未満 93  1 未満 16  1 未満 109  

45_4 － － 1 未満 1 未満 2  182  1 未満 13  2  195  

当別断層 30_2 － － 1 未満 7  292  2,927  0  0  292  2,934  

30_5 － － 1 未満 3  787  3,885  0  0  787  3,888  

石狩低地東縁断層帯 

主部(北)･深さ 7km  

30_1 － － 1 未満 2  204  2,475  0  0  204  2,477  

30_5 － － 1 未満 1  256  2,723  1 未満 1未満 256  2,724  

45_1 － － 1 未満 5  403  3,940  1 未満 1未満 403  3,945  

石狩低地東縁断層帯主

部(北)･深さ 3km 

30_2 － － 1 未満 8  908  6,701  0  0  908  6,709  

45_2 － － 1 未満 13  1,406  8,870  0  0  1,406  8,883  

45_3 － － 1 未満 2  369  3,458  1 未満 1未満 369  3,460  

45_5 － － 1 未満 4  838  5,941  1 未満 1未満 838  5,945  

石狩低地東縁断層帯 

主部(南)･深さ 3km 

45_2 － － 0  0  41  853  0  0  41  853  

45_5 － － 0  0  44  584  0  0  44  584  
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（表 2-4-4 地震の揺れによる建物被害（冬） （棟）の続き） 

地震名 

断 層

モ デ

ル 

檜山振興局 
後志総合 

振興局 
石狩振興局 留萌振興局 計 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

石狩低地東縁断層帯 

南部･深さ 7km 
30_5 0  0  1 未満 11  341  3,752  0  0  341  3,764  

石狩低地東縁断層帯 

南部･深さ 3km 

30_2 0  0  0  0  5  97  0  0  5  97  

30_3 0  0  1 未満 10  231  2,805  0  0  232  2,815  

30_5 0  0  1 未満 18  487  4,665  0  0  487  4,682  

黒松内低地断層帯 30_5 56  409  7  77  1 未満 1 未満 － － 63  486  

45_3 24  214  90  222  1 未満 1 未満 － － 114  436  

45_4 18  191  19  126  1 未満 1 未満 － － 36  317  

函館平野西縁断層帯 45_2 1  16  0  0  － － － － 1  16  

45_3 1  15  0  0  － － － － 1  15  

サロベツ断層帯  

北延長 

30_2 － － － － － － 307  634  307  634  

30_3 － － － － － － 228  485  228  485  

30_5 － － － － － － 20  119  20  119  

西札幌背斜に関連する

断層の地震 
‐ 0  0  6  38  16,818  30,097  0  0  16,824  30,135  

月寒背斜に関連する 

断層 
‐ 0  0  1 未満 11  22,394  41,861  0  0  22,394  41,872  

野幌丘陵断層帯 45_1 0  0  1 未満 16  5,144  18,650  0  0  5,144  18,666  

十勝沖の地震 ‐ － － 1未満 11  28  799  1 未満 3  28  814  

三陸沖北部の地震 ‐ 1  28  1 未満 41  34  890  0  0  36  958  

北海道北西沖の地震 No.2 0  0  1 未満 3  1 未満 110  53  385  54  498  

No.5 0  0  0  0  0  0  14  143  14  143  

北海道南西沖の地震 No.2 701  1,674  28  388  21  665  0  0  750  2,727  

北海道留萌沖の地震

(走向 N193°E) 
No.1 8  106  574  2,968  505  4,835  1 未満 11  1,087  7,920  

北海道留萌沖の地震

(走向 N225°E) 
No.2 2  38  637  3,161  1,482  9,402  92  723  2,213  13,325  
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